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継続事業の一括とは？

労働保険の保険関係は、個々の適用事業単位に成立するのが原

則です。そのため、一つの会社でも支店や営業所等ごとに複数の

保険関係が成立し、それぞれの事業について成立届の提出と労働

保険料の申告が必要となりますが、事業主及び政府の事務処理の

便宜と簡素化を図るため、一定の要件を満たす継続事業であれば、

同一会社の支店や営業所等の労働保険料を一つの事業でまとめて

申告納付をすることができます。これを継続事業の一括といいま

す。

※被一括事業に所属する労働者が労災保険の請求等をする場合はそれぞれの事
業を管轄する労働基準監督署へ行います。

継続事業の一括の要件

 継続事業であること

 指定事業と被一括事業の事業主が同一であること

(事業主が法人の場合は同一法人の支店、営業所等に限る)

 それぞれの事業が『労災保険率表』による「事業の種類」が

同じであること

 保険関係区分 が同一であること
＊1

＊1

指定事業
指定事業として労働保険料を

一括して申告することができる

被一括事業
指定事業に付随する事業

(支店や営業所等)

それぞれの事業が次のいずれか１つのみに該当するものであること

※一元適用事業とは労災保険と雇用保険をまとめて１つの労働保険番号で成立する事業
※二元適用事業とは労災保険と雇用保険を別々の労働保険番号で成立する事業

（二元適用事業は都道府県および市町村の行う事業・建設業・農林水産業等）

１．一元適用事業であって労災保険および雇用保険の両保険が成立しているもの
２．二元適用事業のうち労災保険が成立している事業
３．二元適用事業のうち雇用保険が成立している事業



指定事業の概算保険料の基礎となる賃金見込額が
２倍を超えて増加かつ申告済概算保険料との差額

が１３万円以上となった場合

すでに労働保険番号を

持っていた場合

指定事業の

増加概算保険料申告書
被一括事業の精算をする

確定保険料申告書
指定事業を管轄する労働基準監督署へ提出 被一括事業を管轄する労働基準監督署へ提出

3

被一括事業の保険関係成立届を提出する

目 次

支店や営業所等を廃止・閉鎖したら

支店や営業所等の名称・所在地を変更したら

事務組合加入から個別加入へ変更した場合

指定事業が移転したら

その他の事例

継続一括認可状況の照会方法

合併等で会社Ａが会社Ｂを吸収した場合
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支店や営業所等を新設したら②

支店や営業所等を新設したら①

5

6

7

8

9

10

11

13

支店や営業所等を新設したら……

指定事業と被一括事業が入れ替わる場合
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（すでに、労働保険番号がある場合は成立届の提出は不要）

継続事業一括認可の申請をする

認可後



被一括事業の
所在地・名称
を記入

被一括事業の
事業内容を具
体的に記入

被一括事業の
保険関係の成
立年月日を記
入

被一括事業の
労働者の中で
雇用保険被保
険者の人数を
記入

被一括事業の
労働者数を記
入

被一括事業の住所・
名称を記入
※ 指定事業の住所・名

称を記入しないこと

※名称は会社名から記入

(支店名・営業所名の

みの記載は不可)

法人番号を記入

被一括事業の保険関係
の成立年月日を記入
※労災保険・雇用保険がと
もに成立している場合は、
労災保険の成立年月日を
記入

ここに被一括事業の労働保険番号が付与される

指定事業の労働
保険番号を記入
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支店や営業所等を新設したら…… ➊

被一括事業の保険関係成立届を提出する

※ 窓口で継続事業一括申請をする予定である旨を明記します。

※ すでに労働保険番号がある場合は、成立届の提出は不要です。

「保険関係成立届(様式第1号) 」を記入する。

３３２－００１５ カワク゛チシ

カワク゛チ

２－１０－２

川口市

川口

２－１０－２

川口

サイタマロウト゛ウ

カフ゛シキカ゛イシヤ

カワク゛チシテン

０４８ ２５２ ３８０４

埼玉労働

株式会社

川口支店

９ ３ ４ １ １ 0

１ 0

１１１０１００００００ ０００

６００００１２０７０００１

332-0015

川口市川口2-10-2

048 252 3804

埼玉労働株式会社
川口支店

作業服の販売

小売業

3 4    1
3 4    1 
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埼玉労働株式会社

代表取締役 労働太郎

埼玉労働株式会社

指定事業の所
在地・名称を
記入

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

継続一括申請予定

継続一括申請を
する予定である
ことを明記

支店や営業所等を管轄する労働基準監督署に提出する。



支店や営業所等を新設したら…… ➋

継続事業一括認可の申請をする

被一括事業の所在地・名称を記入
※ 名称は会社名から記入

(支店名・営業所名のみの記載は不可)

指定事業の労働保
険番号・所在地・
名称等を記入

被一括事業の労働
保険番号を記入

※ 指定事業の労働保険番号に対して初めて申請する場合は「新規」、2回目

以降は「認可の追加」となります。

該当するものに
○印

該当するものに
○印

5

「継続事業一括認可・追加・取消申請書(様式第5号) 」を記入する。

１１１０１００００００ ０００

さいたま市中央区新都心１１－２
ランド・アクシス・タワー１５Ｆ

埼玉労働株式会社

330-6016 小売業

０４８－６００－６２０３

１１１０２４０００００ ０００

川口市川口２－１０－２

埼玉労働株式会社 川口支店 ０４８－２５２－３８０４

332-0015
小売業

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社
代表取締役 労働 太郎

埼玉

指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。



被一括事業の整
理番号を記入
※ 整理番号は認可

通知書または継
続一括リスト
(P.13)により確
認する

指定事業の労働
保険番号・所在
地・名称等を記
入

「4」に○印

「認可の取消」
に○印

被一括事業の所在地・名称を記入
※ 認可通知書または継続一括リスト等で登録

されている所在地・名称を記入する
(支店名・営業所名のみの記載は不可)
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支店や営業所等を廃止・閉鎖したら

被一括事業の取消の申請をする

「継続事業一括認可・追加・取消申請書(様式第5号) 」を記入する。

１１１０１００００００ ０００

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

330-6016
小売業

０４８－６００－６２０３

０００６

春日部市南3-10-13

埼玉労働株式会社 春日部支店 ０４８－７３５－５２２８

344-8506
小売業

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社
代表取締役 労働 太郎

埼玉

指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。



変更前の被一括事業の名称・所在地を記入
※ 認可通知書、継続一括リスト等で登録されている変更前の所在地・名称

を記入する
※ 必ず変更前の所在地と名称を両方とも記入すること

指定事業の労働保険番号・
所在地・名称等を記入

変更箇所のみ記入
※名称は会社名から記入する
(支店名・営業所名のみの記載は不可)
※変更しない箇所は記入不要

「2」に○印

該当するものに○印

被一括事業の4ケタの整理番
号を記入
※ 一括認可待ち等で整理番号が不

明の場合、整理番号が通知され
た後に提出する
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支店や営業所等の名称・所在地を変更したら

被一括事業の名称・所在地変更届の提出をする

「継続事業一括変更申請書／継続被一括事業名称・所在地変更届
(様式第5号の2) 」を記入する。

指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。

１１１０１００００００
さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

埼 玉 労 働 株 式 会 社

330-6016
048-

600-6203
小売業

０００

０００５

３６０ ０８５６ クマカ゛ヤシ

ヘ゛ッフ゜

５－９５

熊谷市

別府

５－９５

サイタマロウト゛ウ

０４８ ５３３ ３６１１

カフ゛シキカカ゛イシヤ

クマカ゛ヤキタシテン

埼玉労働

株式会社

熊谷北支店

熊谷市箱田5-6-2

埼玉労働株式会社 熊谷支店

360-0014

048-
522-5656

さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

代表取締役労働太郎
埼玉



「名称、所在地等変更届(様式第2号)」を記入する。

変更後の指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。

さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

厚生労働株式会社

代表取締役労働太郎

変更理由を記入

他府県から移転、または埼玉県内で管轄
が変わる移転となった場合、新しい労働
保険番号が付与される
※ 労働基準監督署が記入

千代田区九段南1-2-1
102-8307

03   3512  1628

330-6016

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

048   600     6203

移転のため

１３１０１１０００００ ０００

３３０ ６０１６

さ い た ま 市

タ ワ ー 1 5 F

中央区新 都 心

１１－２ラ ン ド ・ ア ク シ ス ・

１１１０１００００００ ０００

９ ３ １２ １

指定事業の労働保険番
号を記入

サイタマシ

チュウオウクシントシン

１１－２

変更日を記入

変更後の指定事業の
所在地を記入

変更前の指定事業の
所在地を記入

変更後の事業
主又は事業の
所在地（申告
書等の郵送
先）を記入

０４８ ６００ ６２０３

ラント゛アクシスタワー１５カイ

8

指定事業が移転したら

指定事業の名称、所在地等変更届の提出をする

被一括事業はそのまま引き継がれますので、再度、継続事業一括
認可の申請をやりなおす必要はありません。

会社名も変更になった場
合は、変更前、変更後の名
称・氏名（カナ、漢字）も
ご記入ください。
また、あわせて被一括事

業場の会社名も変更が必要
なため、「継続被一括事業
名称・所在地変更届」を提
出する必要があります
（P.7参照）。



「7」に○印

(吸収される)会社Ｂの労働保険
番号・名称・所在地等を記入

記入不要

(吸収する)会社Ａの名称・
所在地等を記入

(吸収する)会社Ａの労働保険番号を記入

1 2 3

Ａ

4 5 6

Ｂ

1 2 3 64 5 Ｂ

Ａ

※名称の変更が
必要

※旧指定事業Bも被一括事
業場となる

Ｃａｓｅ１

※ 合併の事実が確認できる登記簿謄本又は合併契約書の写し等を添付してください。

※ 右図④～⑥の被一括事業場の会社名の変更が必要となるため、一括認可の通知の到着

後に「継続被一括事業名称・所在地変更届」を提出します（P.7参照）。

「指定事業の変更」に○印

合併等で会社Ａが会社Ｂを吸収した場合

「継続事業一括変更申請書／継続被一括事業名称・所在地変
更届(様式第5号の2) 」を記入する。

指定事業(会社A)を管轄する労働基準監督署に提出する。

１１3０１３３３３３３

さいたま市大宮区大成町1-525

Ｂ 株 式 会 社 （ 被 吸 収 会 社 ）
330-0852

048-
667-8609

小売業

０００

１１１０１００００００

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

Ａ 株 式 会 社

330-6016

048-
600-6203

０００

さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

Ａ 株式会社

代表取締役労働太郎
埼玉
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吸収された会社Bを、すべて会社Aに一括することができます
（ただし、「労災保険料率表」の「事業の種類」が同じであること）。

吸収された会社Bの労働保
険番号は廃止となるので、保
険料の精算が必要です。会社
Bを管轄する労働基準監督署
に「確定保険料申告書」を提
出します。



「9」に○印

「指定事業の変更」に○印

変更前の指定事業の労働保険
番号・名称・所在地等を記入

新たに指定事業となる変更後
の指定事業の名称・所在地等
および労働保険番号 (個別加
入)を記入

記入不要

1 2 3

事務組合委託

1 2 3

個別加入

Ｃａｓｅ２

「継続事業一括変更申請書／継続被一括事業名称・所在地変
更届(様式第5号の2) 」を記入する。

１３３０１９００００１

埼 玉 労 働 株 式 会 社

330-6016
048-

600-6203
小売業

００１

１１１０１００００００

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼 玉 労 働 株 式 会 社

330-6016

048-
600-6203

０００

さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

代表取締役労働太郎

事務組合加入から個別加入へ変更した場合

埼玉

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

事務組合の被一括事業を、個別加入の労働保険番号に引き継
ぐことができます。個別加入の労働保険の成立手続をおこなっ
た後、以下の手続きをします。

10

変更後の指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。



「6」に○印

旧指定事業Ａの労働保険番号・
名称・所在地等を記入

記入不要

新たに指定事業となるＣの
４ケタの整理番号を記入

新たに指定事業となるＣの名称・所在地等を記入

Ｃａｓｅ３

「指定事業の変更」に○印

指定事業と被一括事業を入れ替える場合

（同一管轄内の入れ替えに限る）

「継続事業一括変更申請書／継続被一括事業名称・所在地変
更届(様式第5号の2) 」を記入する。

１１１０１３３３３３３

さいたま市大宮区大成町1-525

埼 玉 労 働 株 式 会 社 Ａ 営 業 所

330-0852
048-

667-8609
小売業

０００

さいたま市中央区新都心11-2

ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

代表取締役労働太郎

Ａ

Ｃ

Ａ

Ｃ

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼 玉 労 働 株 式 会 社 Ｃ 営 業 所

330-6016

048-
600-6203

０００１

さいたま市

さいたま市

埼玉

0001

0002

0004

0001 00030002

※旧被一括事業の整理番号0001は
欠番となる

※新被一括事業Ａの整理番号が付与される

0003

11

指定事業を管轄する労働基準監督署に提出する。

※ 埼玉労働局の管轄区域についてはP.14をご参照ください。
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Ｃａｓｅ４ Ａ

Ｃ

Ａ

Ｃ

0001

0002 0003

0002 0003

指定事業をＡ市からＢ市へ住所変更するための「名称、所在地等変更届(様式第2
号) 」を、Ｂ市を管轄する労働基準監督署に提出する（P.8参照）。

※上記の手続きによりＡ市の労働保険番号が廃止となるため、新たに以下の手続きも
必要となります（Ａ市に残る事業場の新規成立、認可の追加）。

1 2 3

本社がＡ市からＢ市に移転したが、Ａ市の旧本社に支店が残るような場合

Ａ市支店
1 2 3

Ａ市本社 Ｂ市本社

Ａ市に残る事業場の「保険関係成立届(様式第1号) 」を、Ａ市を管轄する労働基準監
督署に提出する（P.4参照）。

Ａ市に残る事業場をＢ市の指定事業に一括するための「継続事業一括認可・追加・取
消申請書(様式第5号」を、Ｂ市を管轄する労働基準監督署に提出する（P.5参照）。

Ｃａｓｅ５ 指定事業が移転したが、一部事業が残る場合

指定事業と被一括事業を入れ替える場合

（管轄が変わる入れ替え）

指定事業をＡからCへ変更するための「名称、所在地等変更
届(様式第2号) 」を、Ｃを管轄する労働基準監督署に提出す
る（P.8参照）。

被一括事業をCからAへ変更するための「継続事業一括変更
申請書／継続被一括事業名称・所在地変更届(様式第5号の
2) 」を、Ｃを管轄する労働基準監督署に提出する（P.7参
照）。

0001

※ 管轄が変わる場合は、指定事業の労働保険番号の変更を伴うため、Case3の手続き

ではできません。

※ AとCが実際に移転するわけではありませんが、登録内容を入れ替えるため、それぞ

れの名称、所在地を変更します。

新規成立



※任意様式（埼玉局用） 

照会年月日：    年  月  日 

埼玉労働局長 殿 

 

 

労働保険継続事業一括認可等確認照会票 

１ 照会理由 

                                         

 

２ 指定を受けている事業 

 府県 所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

労働保険番号      

所 在 地  
 

名    称 
 

 

３ 照会内容 

指定事業に一括されている被一括事業場を照会 

 

４ 代理人（社会保険労務士等）に照会を依頼する場合に、記入願います。 

下記の者を代理人と定め、上記３に関することを委任します。 

  （代理人） 

   住  所                     

   氏  名                     

   電話番号（     －    －     番） 

 

事業主 

                所 在 地                     

                名 称                     

                代表者名                     

                担当者名                     

                電話番号（     －    －     番） 

※ 照会については、埼玉労働局労働保険徴収課あてに郵送（切手貼付返信用封

筒を同封）又は窓口に直接依頼してください。 

「労働保険継続事業一括認可等確認照会票」を記入する。

※ FAXや電話による照会依頼はお受けしておりません。

※ 必ず返信用封筒(切手貼付) を同封してください。

継続一括認可状況の照会方法

３ 4 1

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

代表取締役 労働 太郎

総務課 労働 史郎

０４８ ６００ ６２０３

11 1 01 000000 000

事業主の所在地・
名称・代表者名を
記入

指定事業の所在
地・名称・労働保
険番号を記入

提出日または発送
日を記入

さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15F

埼玉労働株式会社

さいたま市大宮区桜木町1-9-4
エクセレント大宮ビル4F

社会保険労務士 安定 太郎

０４８ ６５８ １１４５

代理人による照会
依頼をする場合は
代理人の住所・氏
名・電話番号を記
入

認可通知書を紛失したため 照会することと
なった理由を記入

13

※ P.15の様式をコピーして使用できます。

※ 埼玉労働局ホームページ（労働保険関係）からダウンロードも可能です。

認可状況を一覧表で確認することができます。

埼玉労働局労働保険徴収課に郵送する。



※ 雇用保険のみが成立している事業の場合における書類提出先は管轄の公共職業安定
所（ハローワーク）になります。

14

埼玉労働局の管轄区域

さいたま労働基準監督署
さいたま市(岩槻区を除く)・鴻巣市(旧川里町を除く)・上尾市・
朝霞市・志木市・和光市・新座市・桶川市・北本市・伊奈町

川口労働基準監督署 川口市・蕨市・戸田市

熊谷労働基準監督署 熊谷市・深谷市・本庄市・寄居町・神川町・上里町・美里町

川越労働基準監督署
川越市・東松山市・富士見市・ふじみ野市・坂戸市・鶴ヶ島市・
小川町・嵐山町・越生町・川島町・吉見町・毛呂山町・鳩山町・
滑川町・ときがわ町・東秩父村

春日部労働基準監督署
春日部市・さいたま市のうち岩槻区・久喜市・草加市・越谷市・
三郷市・八潮市・蓮田市・幸手市・吉川市・白岡市・宮代町・
杉戸町・松伏町

所沢労働基準監督署 所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市・三芳町

行田労働基準監督署 行田市・加須市・羽生市・鴻巣市のうち旧川里町

秩父労働基準監督署 秩父市・皆野町・長瀞町・小鹿野町・横瀬町



※任意様式（埼玉局用） 

照会年月日：    年  月  日 

埼玉労働局長 殿 

 

 

労働保険継続事業一括認可等確認照会票 

１ 照会理由 

                                         

 

２ 指定を受けている事業 

 府県 所掌 管轄 基幹番号 枝番号 

労働保険番号      

所 在 地  
 

名    称 
 

 

３ 照会内容 

指定事業に一括されている被一括事業場を照会 

 

４ 代理人（社会保険労務士等）に照会を依頼する場合に、記入願います。 

下記の者を代理人と定め、上記３に関することを委任します。 

  （代理人） 

   住  所                     

   氏  名                     

   電話番号（     －    －     番） 

 

事業主 

                所 在 地                     

                名 称                     

                代表者名                     

                担当者名                     

                電話番号（     －    －     番） 

※ 照会については、埼玉労働局労働保険徴収課あてに郵送（切手貼付返信用封

筒を同封）又は窓口に直接依頼してください。 



埼玉労働局
総務部 労働保険徴収課

〒330-6016 さいたま市中央区新都心11-2
ランド・アクシス・タワー15階

TEL 048-600-6203
FAX 048-600-6223

記入例は見本であり、実際に記入する内容とは異なりますのでご注意ください。

R3.11


